
県立高等学校での外国人生徒等受入れ体制構築に向けた実態調査 

 

外国にルーツをもつ生徒の増加と、多様化する教育現場 

 

近年、日本では在留外国人数が増加を続け、2025 年には約 400 万人と過去最多を更新しました。こう

した増加に伴い、文部科学省の調査によれば、公立学校に在籍する「日本語指導が必要な児童生徒」は

この 10 年間で約 2倍に増加し、2023 年度には約 6万 9 千人と過去最多となりました。 

外国にルーツをもつ児童生徒が増加している状況に対して、日本では「特別の教育課程」による日本

語指導の制度化など受入れ体制の整備が進められてきましたが、外国にルーツをもつ児童生徒が直面す

る課題は言語の問題にとどまらず、文化的摩擦、同化圧力、進路形成の困難、社会的排除のリスクなど

複合的な課題が指摘されています。特に高校段階では、日本語指導が必要な生徒の中退率や非正規就職

率の高さ、大学進学率の低さが指摘されており、教育機会の保障の観点から重大な課題となっていま

す。 

 

 

 

 

外国ルーツ児童生徒を取り巻く千葉県の現状 

 

千葉県では、外国人住民数が全国 6位となる約 24万 8 千人に達し、166 の国・地域にルーツをもつ

人々が暮らしています。外国人住民は千葉市、船橋市、松戸市、市川市、柏市など県北西部を中心に多

く居住していますが、県内全域にも広がっています。こうした定住化の進展に伴い、外国にルーツをも

つ児童生徒も増加し、日本語指導が必要な児童生徒数は 2014 年度から約 2倍に増加しました。国籍や

言語、生活背景も多様化しており、日本語指導だけでなく、学習支援、進路支援、生活適応支援など、

一人ひとりの状況に応じた支援の充実が求められています。 

こうした状況を踏まえ、千葉県では「外国人児童生徒等教育の方針」を策定し、日本語指導教員の配

置や教育相談員の派遣、教員研修などの施策を進めています。しかし、高校段階における受入れ体制や

支援の実態については十分な調査・検証が行われていませんでした。 

 



 

 

高校段階の実態は十分に把握されていなかった 

 

外国ルーツをもつ生徒への支援は、小・中学校を中心に進められてきましたが、高校段階では、学習

や学校生活、進路、家庭との連携などを含めた実態調査は全国的にも少なく、自治体レベルで体系的に

調査された事例は限られていました。 

また、外国ルーツをもつ生徒が抱える課題は、日本語能力だけでは説明できず、学習、生活、家庭環

境、文化的背景など、さまざまな要因が関係していることが指摘されています。 

そこで本調査では、高校段階における外国ルーツをもつ生徒の実態を総合的に把握するとともに、学

校・教員・生徒・保護者それぞれの立場から現状を明らかにし、今後の支援のあり方を検討することを

目的として実施しました。 

 

学校・教員・生徒・保護者の 4者を対象に実態を調査 

 

調査名：県立高等学校での外国人生徒等受入れ体制構築に向けた実態調査 

調査対象： 

・県立高校（95 校） 

・外国にルーツをもつ生徒の担当教諭（294 名） 

・外国にルーツをもつ生徒（276 名） 

・外国にルーツをもつ生徒の保護者（122 名） 

調査期間：2025 年 11 月～2026 年 3 月 

調査内容：学校の受入れ体制、教員の実践、生徒の学習・学校生活の状況、保護者の学校理解や支援ニ

ーズ等 

調査方法：オンラインによる Web フォーム回答 

 



調査から見えてきたこと 

 

学校では実態把握や支援体制づくりに課題 

調査では、外国ルーツをもつ生徒の人数や国籍について「把握していない」と回答した学校が一定数存

在することが明らかになりました。また、支援体制については対応マニュアル等が未整備の学校が多

く、教員は保護者対応や学習支援の方法などに課題を感じながら、一人ひとりの状況に応じた支援を行

っている実態が確認されました。 

 

 



 

 

外国ルーツをもつ生徒は一人ひとり背景が異なる 

外国ルーツをもつ生徒の約半数は日本生まれである一方、中学校以降に来日した生徒も一定数存在し

ていました。来日時期や家庭で使用する言語、教育歴などの背景は多様であり、「外国ルーツをもつ生

徒」を一つの集団として捉えることはできないことが明らかになりました。 

学校生活については約 9割が肯定的に回答し、友人関係も良好である一方、作文や国語、教科書理解

など、「書く力」や学習言語に課題を抱える生徒が多いことも分かりました。また、日本語支援を必要

と感じていない生徒も一定数存在し、一律ではなく、一人ひとりの背景や状況に応じた支援の必要性が

示されました。 

 

 

 

 



保護者は学校制度や進路情報への不安を抱えている 

保護者の多くは長期在住者でしたが、日本語での日常会話はできても、読み書きには課題があるケー

スがみられました。また、進路に関する情報や学校制度について十分な情報が得られず、不安を抱えて

いる実態も明らかになりました。 

 

本調査の特徴 ― 4 者の視点から支援を考える 

本調査の特徴は、学校・教員・生徒・保護者の 4者を対象に調査を実施し、それぞれの立場から実態

を比較した点にあります。 

その結果、教員や学校は支援上の課題を強く認識している一方で、生徒は学校生活を比較的前向きに

捉え、保護者は学校とのつながりや進路情報に不安を抱えているなど、立場によって課題の捉え方や認

識に違いがあることが明らかになりました。こうした認識の違いを理解し、それぞれの立場をつなぐこ

とが、今後の支援体制づくりに重要であることが示されました。 

 

本調査から、外国にルーツをもつ生徒の支援においては、 

 （１）従来型の限界 

•  日本語中心の支援  

• 一律的な支援      

• 教員個人への依存    

（２）必要な転換 

• 日本語・学習・生活を統合した支援  

• 背景に応じた個別最適化  

• 生徒の自己認識を踏まえた支援  

• 学校全体での体制整備  

• 保護者への情報提供と支援  

• 認識や情報のズレを前提とした関係の再構築 

の重要性が示されました。 



 

多主体比較からみた認識・支援・情報のズレの構造 

 

 

 

今後に向けて 

本調査から、外国ルーツをもつ生徒への支援は、日本語指導だけでなく、学習・生活・進路・家庭と

の連携を含めた総合的な支援へと発展させる必要があることが明らかになりました。 

また、一人ひとり異なる背景を踏まえた個別最適な支援を進めるとともに、学校・教員・生徒・保護者

が互いの立場を理解しながら連携することが、外国ルーツをもつ生徒の学びと成長を支える上で重要で

あることが示唆されました。 

本調査の成果は、県立高等学校における初期指導体制の構築や、教員の異文化理解・対応力向上を目

的とした研修カリキュラムの開発など、今後の教育施策へ活用する予定です。 

視点 見ているもの 困難の認識のズレ 「日本語」の捉え方のズレ 「支援」のズレ 「見えている／見えていない」のズレ

学校 制度・体制
実態を把握できていない（人数・国
籍など）
→「そもそも見えていない」

日本語＝問題の中心 日本語支援が必要 国籍・人数 → 把握できていない

教員 現場の困難

日本語不足が問題
授業理解が難しい
保護者対応が大変
→「困っている」認識が強い

日本語＝問題の中心
個別対応でなんとかしている
体制が弱い

学習の困難 → 見えている

生徒 体験・実感

学校は楽しい（多い）
友達関係も良好
でも学習は難しい
→「適応している＋困っている」両方

会話はできる
でも学習が難しい

支援を受けている実感は限定的
（困りごとは残る）

内面的な困難 → 本人しかわからな
い

保護者 外からの学校
学校制度がわかりにくい
コミュニケーションが難しい
→「学校が見えない」

日本語ができないことで学校と断絶 支援にアクセスしづらい 学校の仕組み → 見えていない

分析
同じ現象を別の
角度から見てい
る

教員：困っている
生徒：適応しているが困っている
保護者：つながれていない
学校：把握できていない

「日常会話」と「学習言語」が分離し
ている

支援はあるが“届き方にズレ”がある 誰も「全体像」を持っていない


